
2024年度のテレビ、ラジオ営業収入見通し 

〔要 約〕 

 

〇テレビ：2023年度1.6%減、2024年度1.1%減 

・2023年度の地上テレビの営業収入は1.6％の減収見込み。特にスポットが前年度後半以降

の不調を引き継ぐ形で上期も振るわず、下期にマイナス幅を縮小するも、通期で5.2％減と

低調。タイムは下期に入ってマイナス幅が拡大し、通期で2.9％減。 

・2024年度は1.1％減と３年連続の減収を予測。スポット2.3％減、タイム1.7％減。その他

事業収入は23年度に続いて増加を見込むが、スポットとタイムの減収を補いきれない。ス

ポットはすべての地域で減収予測だが、ローカル1.3％減に対し、東阪名は2.8％減とマイ

ナス幅が大きい。独立局は全体で0.7%減。  

・ＢＳテレビ（広告を主な財源とする民放連会員９社）の営業収入は、2023年度0.6％増、

2024年度1.4％増と微増を継続。  

 

〇ラジオ：2023年度1.7%減、2024年度横ばい 

・2023年度のラジオ営業収入は1.7％減。中短波1.2%減、ＦＭ2.3%減。ラジオ全体で上期は

0.7％増と僅かに増収となったが、下期に入りマイナスに転じることを見込む。スポットは

ラジオ全体で5.4％減、中短波6.3％減、ＦＭ4.7％減と不調。  

・2024年度は、ラジオ全体は0.0％と横ばいで、中短波0.9％減、ＦＭ1.0％増。中短波はタ

イム、スポットとも減収となる一方、ＦＭはスポットが減収となるもタイムは微増を予測。

営業収入全体では中短波、ＦＭともプラスの地区とマイナスの地区が混在する見込み。  

 

 



Ⅰ.予測の前提条件（日本経済、企業収益の見通し） 

 

●インターネット広告媒体費の前提（暦年）  

2021年22.8％増  22年15.0％増  23年13.4％増 (予測）  24年5.2％増 (予測 ) 

※電通「日本の広告費」ベース。制作費・物販系ECPF広告費を含まない。23、24年は民放連研究所の予測。 

Ⅱ．テレビ営業収入見通し【地上波テレビ（計１２７社）】  

 
 

Ⅲ．ラジオ営業収入見通し 【地上波ラジオ（計９８社）】  

 


